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（連続意見書第 3第 1の 1）」とし，減価償却の
最重要目的として「適正な費用配分を行うこと
によって，毎期の損益計算を適正ならしめるこ

















続意見書第 3第 2の 2）」減価償却は，取得原
















































































15─    ─






































































































































































17─    ─


















































































































参 考 文 献
International Accounting Standards Board， Interna-
tional Accounting Standard16 “Property, Plant and 
Equipment” 2003
International Accounting Standards Board， Interna-
tional Accounting Standard36 “Impairment of 
Assets” 2003　
International Accounting Standards Board， Interna-










『会計』第 158巻第 6号森山書店 2000年
興津裕康稿「原価主義会計の論理と会計情報の
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勝尾裕子稿 ｢実現概念と投資の回収可能性｣『会
計』第 161巻第 1号森山書店 2002年
角ケ谷典幸稿 ｢棚卸資産の低下基準と減損処理｣
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米山正樹稿 ｢原価配分のもとでの簿価修正｣『会





『会計』第 180巻第 5号 2012年
注　　　記
（1）　取得原価主義会計と時価主義会計につい
て，「時価を原価主義会計の中に導入して
もこれをただちに時価主義会計と呼ぶこと
はできない。時価評価を容認するとしても，
これを原価主義会計の修正と考えるか，時
価主義会計の方向への展開と考えるかにつ
いては，対立した見解が見られる。つまり，
取得原価主義を規定におく時価評価導入型
会計と時価主義へ移行する道を辿る時価評
価導入型会計がここに考えることが出来る
のではなかろうか。（興津［2004］11頁）」
との見解がある。当初認識における取得原
価を公正価値と考えるか否かという，問題
と関係する。
　　　 保守主義の観点から，取得原価会計の中
に時価が導入されるとすれば，IASにおけ
る減損は，回収可能性，収益性の低下を把
握するという，保守主義的観点から減損が
取得原価主義の中に包括されると考えるべ
きなのだろうか。しかし，国際財務報告基
準の全体像から類推して，投資家への有用
な情報提供という観点から，積極的かつタ
イムリーな時価変動開示（収益性低下，投
資の失敗）と考えるべき。
（2）　この臨時償却と減損について，米山教授は
「減損処理は，収益性の低下，すなわち収
益に貢献することなく用役が消滅してし
まったのを機に，対応する簿価を切り下げ
るため，減価償却の見直し手続き（臨時償
却）から切り離され，新設された手続きと
意義づけられる（米山［2003］29頁）」とし，
臨時償却の役割について，「それは要する
に，収益に貢献した用役に関する簿価修正
であろう。具体的には，貢献した（これか
ら貢献するであろう）用役について，その
消滅ペースが予想以上の速さで進んだこと
に伴う修正（償却不足額 /過剰償却額の修
正）こそが臨時償却に期待されている役割
（米山［2003］29-30頁）」であるとしている。
（3）　時価の多様性について石川教授は，「時価
主義会計に多様性をもたらしている主要な
要因には，二つのものがある。一つは，時
価基準の適用を費用評価と資産評価のどち
らの面で考えるかということである。時価
を評価基準とする場合，費用評価の基準と
して時価基準を用いることもできれば，資
産評価の基準として時価基準を用いること
もできる（石川［1992］20頁）」としている。
*本文中の IAS条文の和訳は，すべて企業会計
基準委員会　財団法人財務会計基準機構『国際
会計基準審議会　国際財務報告基準 2007』レ
クシネクシス・ジャパン　2008年による。
